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 解 説  

 

１．国内取引との違い 

貿易取引にあたっては、国内取引との相違点・リスクに留意する必要があります。

これらを自社で対応できるか否かを見定めたうえで、取組み可否について検討して

ください。 

(1) 国・地域 

言語・商習慣が日本と異なることに加え、外国では関連制度が頻繁に変更さ

れる可能性があります。また貿易実務面において、実際の運用が明文規定と異

なることがあります。 

⇒ 外部の情報収集先を常に複数確保しておくことが望ましいです。 

(2) 取引通貨 

決済通貨が円建て以外の場合は、為替変動リスクが発生します。例えばドル

建てでの輸出取引の場合、貨物輸出後から円高ドル安に振れると、回収したド

ルの円建て金額は減ってしまいます。 

⇒ 為替変動リスクの回避手段を検討する必要があります。 

(3) 企業の実態把握 

先方の連絡担当者の印象が良くても、その企業自体が必ずしも信用できると

は限りません。特に海外企業の場合、実地調査や周辺関係者へのヒアリングは

容易ではありません。取引相手としてふさわしいか、事前に情報収集を行うこ

とが重要です。 

⇒ 有料での信用調査実施等が検討可能です。 

(4) 輸送距離 

国内取引と比較すると、輸送距離や貨物到着までの時間が長いことから、予 

Ｑ． 

海外企業との貿易取引に取り組みたいのですが、自社内に海外経験のある人

材がおらず、不安に感じています。国内取引と異なる点を教えてください。（食

品製造業） 

 

Ａ． 

貿易取引への取組みにあたっては、国内取引との相違点・リスクを十分把握し

ておく必要があります。自社内では対応しきれないと考えられる場合には、直接

貿易でなく間接貿易による取組みもご検討ください。 

 

こちらは信用金庫とそのお取引先向けとさせて頂いております。 

ご覧になりたい場合は、お近くの信用金庫（検索はこちら）までご相談ください。 

続きを読む  

https://www.shinkin-central-bank.jp/cgi-bin/s/index.cgi
https://shinkin-overseas.jp/upload_file/m008-m008_03/22_DirectAndIndirectTrade.pdf

